
 

 

序   文 
 

 

 

我が国は、急峻で脆弱な地形条件にあり、また、梅雨期、台風期に降雨が集中して短時間に大量の

降雨が発生するため、洪水や土砂災害が起きやすく、国土保全上厳しい条件下にあります。また、近

年では地球温暖化に伴う災害リスクの増大、都市化や高齢化の進展等に伴い、ひとたび洪水が発生す

ると、多くの人命と資産が失われるなど激甚な被害を受けやすい状況にあります。 

このような頻発する水害に対処し、安全・安心な国土をつくるためには、長期的な視野に立って計

画的な治水施設の整備を推進することが必要であり、治水行政推進等のための基礎資料として、水害

の実態を的確に把握することが不可欠です。水害統計調査は、昭和 36年以降毎年実施しており、1年

間に発生した洪水、高潮、土石流等による被害を規模の大小を問わず 1件 1 件調査している我が国唯

一の資料です。本調査の結果を治水行政、学術研究などの場面で幅広く活用していただきたく存じま

す。 

 

このたび、平成 26 年の水害の調査について取りまとめた「平成 26 年版水害統計」を発刊すること

といたしましたが、本調査の実施に当たりまして、水害直後の多忙かつ困難な状況にもかかわらず、

多大なご協力をいただきました都道府県、市区町村、その他関係者の皆様に対しまして、心から感謝

申し上げます。本調査により得られた貴重な資料を十分に活用し、さらに治水行政を強力に推進して

いく所存でありますので、今後とも本調査の実施につきまして、より一層のご協力をお願いいたしま

す。 

 

 

 

令和元年 6月 

               国土交通省 水管理・国土保全局 河川計画課 
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 概要－１ 

水害統計調査の概要及び利用上の注意 

 

 

1．水害統計調査の概要  

 水害統計調査は、①一般資産水害統計調査、②公共土木施設水害統計調査及び③公益事業等水害統計

調査から構成されており、その概要は次のとおりである。  

 (1)  調査対象の水害  

  ① 調査の期間  

  暦年の 1 月 1 日から同年 12 月 31 日までに発生した水害について調査している。  

  ② 調査対象の水害の種類  

 調査の対象とした水害は、洪水、内水、高潮、津波、土石流、地すべり、急傾斜地崩壊等であ

る。 

    ③ 水害の規模  

    調査は、水害の規模の大小を問わず、全ての水害を対象としている。  

  (2) 調査の内容  

  ① 一般資産水害統計調査  

水害によって生じた一般資産の被害額等を把握するため、浸水深別被災建物棟数、被災世帯数、

被災事業所数等を調査する。なお、一般資産とは、以下の資産を指す。  

ア 家屋        イ 家庭用品     ウ 農漁家資産  

エ 事業所資産     オ 農作物  

  ② 公共土木施設水害統計調査  

 水害によって生じた公共土木施設の被害額等を把握するため、被災施設、災害復旧査定額等を

調査する。なお、公共土木施設とは、国土交通省所管、都道府県所管及び市区町村所管の以下の

施設を指す。  

ア 河川   イ 海岸     ウ 砂防設備  

エ 地すべり防止施設  オ 急傾斜地崩壊防止施設  カ 道路  

キ 橋梁   ク 港湾     ケ 下水道  

コ 公園   サ 都市施設  

③ 公益事業等水害統計調査  

 水害によって公益事業等に生じた被害額等を把握するため、物的被害額、営業停止損失額等を

調査する。なお、公益事業等とは、以下の事業等を指す。  

ア 鉄道事業、軌道業  

イ 道路定期旅客運送業、道路定期貨物運送業  

ウ 電気通信事業者（電気通信事業法第 9 条に基づく総務大臣の登録を受けた者）  

エ １０電力株式会社  

オ ガス事業（ガス事業法第 2 条第 1 項に定める一般ガス事業）  

カ 水道事業(水道法第 3 条第 2 項から第 4 項までにおいて定める水道事業、簡易水道事業及

び水道用水供給事業) 

 



 

 概要－２ 

(3) 調査の実施フロー  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (4) 一般資産水害統計調査に係る水害被害額の算定方法  

 ① 算定式  

  ア 家 屋 被 害 額 ＝浸水深別・勾配別被災家屋延床面積×都道府県別家屋 1 ㎡当たり評価額 

             ×浸水深別・勾配別被害率  

    イ 家庭用品被害額 ＝浸水深別被災世帯数×1 世帯当たり家庭用品所有額×浸水深別被害率  

  ウ 事業所資産被害額＝浸水深別・産業分類別被災事業所従業者数×（産業分類別事業所従業者 1

人当たり償却資産評価額×浸水深別償却資産被害率＋産業分類別事業所

従業者 1 人当たり在庫資産評価額×浸水深別在庫資産被害率）  

  エ 農漁家資産被害額＝浸水深別被災農漁家戸数×（農漁家 1 戸当たり償却資産評価額×浸水深別

償却資産被害率＋農漁家 1戸当たり在庫資産評価額×浸水深別在庫資産被

害率）  

オ 事業所営業停止損失額＝浸水深別・産業分類別被災事業所従業者数×（浸水深別営業停止日数

＋浸水深別営業停滞日数／2）×産業分類別事業所従業者 1 人当たり

付加価値額  

水害の発生（H26.1.1～H26.12.31） 

一般資産水害調査の

実施 

（市区町村）  

公共土木施設水害調査

の実施  

（都道府県・市区町村） 

調査結果の提出  

調査結果の審査集計・整理  

異常気象コード等の入力  

（都道府県）  

調査結果の提出  

調査結果の集計  

（国土交通省水管理・国土保全局） 

水害被害額の算定  

（国土交通省水管理・国土保全局）  

平成 26 年水害統計書の公表  

公益事業等水害調査の実

施（公益事業者等に調査票

を送付・回収）  

（都道府県）  

調査結果の審査  

異常気象コード等の

入力 

（都道府県）  
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カ 家庭応急対策費＝家庭代替活動費＋清掃労働対価  

家庭代替活動費＝浸水深別被災世帯数×１世帯当たり浸水深別代替活動費  

清掃労働対価＝浸水深別被災世帯数×１世帯当たり浸水深別清掃日数  

×１世帯１日当たり清掃労働単価  

キ 事業所応急対策費＝浸水深別被災事業所数×浸水深別１事業所当たり代替活動費  

ク 農作物被害額＝都道府県から報告された被害額  

② 各種係数の値  

ア 被害率  

 床下浸水  

床上浸水  土砂堆積（床上）  
   全壊 

 （流失）  50cm 未満 50～99cm 
100cm 以上 

   半壊 
50cm 未満 50cm 以上 

家屋 

（木造＋  

  非木造）  

A ｸﾞﾙｰﾌﾟ 0.032 0.092 0.119 0.342   

1.0 

B ｸﾞﾙｰﾌﾟ 0.044 0.126 0.176 0.415 0.430 0.785 

C ｸﾞﾙｰﾌﾟ 0.050 0.144 0.205 0.452   

家 庭 用 品  0.021 0.145 0.326 0.605 0.500 0.845 

 事業所  
償却資産  0.099 0.232 0.453 0.808 0.540 0.815 

在庫資産  0.056 0.128 0.267 0.628 0.480 0.780 

 農漁家  
償却資産  － 0.156 0.237 0.311 0.370 0.725 

在庫資産  － 0.199 0.370 0.510 0.580 0.845 

 

（注）１．Ａ、Ｂ、Ｃの各グループ区分は地盤勾配の区分で、Ａは 1/1,000 未満、Ｂは 1/1,000～ 

     1/500 未満、Ｃは 1/500 以上である。  

   ２．家屋の被害率は、木造、非木造それぞれの値を合成したものである。   

   ３．「土砂堆積（床上）」の「50 ㎝以上」の被害率の数値を平成 16 年から変更しているが、これ

は、従来から被害額の計算時に実施していた措置（土砂堆積深 50 ㎝以上の棟数に対し、50％

を全壊として別計算し、被害額に加える措置。）を被害率の数値に反映させたものである。し

たがって、この数値の変更による被害額の算出に関する実質的な影響はない。  

 

浸水深等 

資産種類等 
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イ 家屋１㎡当たり評価額  

（千円／㎡）  

都道府県名  評価額  都道府県名  評価額  都道府県名  評価額  

北 海 道  176.6 石  川  175.3 岡  山  182.5 

青  森  158.5 福  井  165.7 広  島  174.1 

岩  手  170.1 山  梨  191.6 山  口  187.0 

宮  城  188.1 長  野  191.4 徳  島  172.0 

秋  田  163.4 岐  阜  169.9 香  川  173.4 

山  形  162.5 静  岡  179.2 愛  媛  168.8 

福  島  191.1 愛  知  186.3 高  知  190.3 

茨  城  177.4 三  重  187.2 福  岡  170.7 

栃  木  174.1 滋  賀  174.6 佐  賀  161.9 

群  馬  160.8 京  都  188.4 長  崎  172.5 

埼  玉  181.8 大  阪  181.8 熊  本  162.0 

千  葉  178.6 兵  庫  176.1 大  分  163.3 

東  京  243.8 奈  良  172.6 宮  崎  143.2 

神 奈 川  196.6 和 歌 山  175.1 鹿 児 島  159.4 

新  潟  176.3 鳥  取  177.3 沖  縄  184.4 

富  山  179.4 島  根  175.6   

 

  ウ １世帯当たり家庭用品所有額  

      （千円／世帯） 

 13,223 

 

  エ 産業分類別従業者１人当たり資産評価額  

 （千円／人）  

産業分類名  償却資産  在庫資産  産業分類名  償却資産  在庫資産  

鉱業 14,386  2,220  不動産業  21,390 7,290 

建設業  1,448  2,628  飲食店・宿泊業  1,522 91 

製造業  4,861  4,726  医療、福祉  1,383 57 

電気・ガス・  

熱供給・水道業  
113,235  5,185  教育、学習支援業  1,049 263 

情報通信業  5,139  976  複合サービス業  1,112  207  

運輸業  5,707  999  サービス業  1,112  207  

卸売・小売業  2,153  1,726  公務 1,112  207  

金融・保険業  1,112 207    

 

  オ 農漁家１戸当たり資産評価額  

              （千円／戸）  

償却資産  1,634 

在庫資産   460 
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カ 浸水深別事業所営業停止・停滞日数  

（日）  

 床下浸水  床上浸水     全壊 

 （流失）  50cm 未満 50～99cm 100cm～ 

営業停止日数  3.0 4.4 6.3 10.9 30.0 

営業停滞日数  6.0 8.8 12.6 21.8 60.0 

 

キ 産業分類別事業所従業者１人当たり付加価値額  

 （円／人）  

産業分類名  付加価値額  産業分類名  付加価値額  

鉱業 103,371  不動産業  45,629 

建設業  22,727  飲食店・宿泊業  21,397  

製造業  30,677  医療、福祉  16,828  

電気・ガス・  

熱供給・水道業  
91,849  教育、学習支援業  24,168  

情報通信業  38,495  複合サービス業  20,178  

運輸業  24,314  サービス業  20,809  

卸売・小売業  26,130  公務 20,809  

金融・保険業  20,287    

 

ク １世帯当たり浸水深別代替活動費  

（千円／世帯）  

 床下浸水  床上浸水  

50cm 未満 50～99cm 100cm～ 

代替活動費  82.5 147.6 206.5 282.6 

 

ケ １世帯当たり浸水深別清掃日数  

（日／世帯）  

 床下浸水  床上浸水  

50cm 未満 50～99cm 100cm～ 

清掃日数  4.0 7.5 13.3 28.4 

 

 

コ １世帯・１日当たり清掃労働単価  

        （円／日） 

 10,763 

 

 

サ 浸水深別１事業所当たり代替活動費  

（千円／事業所）  

 床下浸水  床上浸水  

50cm 未満 50～99cm 100cm～ 

代替活動費  470 925 1,714 4,190 
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 (5) 公共土木施設水害統計調査に係る水害被害額の算定方法  

 都道府県から報告された被害額（補助事業分及び地方単独事業分）と国土交通省水管理･国土保

全局で取りまとめた被害額（直轄事業分）を合計する。なお、公共土木施設の被害額は、被災した

施設の災害復旧事業費の見込み額である。  

 (6) 公益事業等水害統計調査に係る水害被害額の算定方法  

 都道府県から報告された被害額（物的被害額・営業停止損失額）を合計する。  

 

２．利用上の注意  

２－１ 経年変化を見る上での注意  

 (1) 一般資産水害統計調査関係  

  ① 昭和 45 年に調査体系の改正を行った。昭和 36～44 年の調査においては、一定規模以上の被

害（１市町村１水害につき床上浸水家屋 100～150 棟以上）を受けた市区町村における被害とそ

れ以外の市区町村における被害とに区分し、前者については、床上浸水以上の被害を受けた世

帯の全部に調査票を配布し、詳細な実態調査（一般資産調査）を実施することにより、後者に

ついては、簡単な被害数量報告（概況報告）を徴収してその数値を基に推計を行うことにより、

被害額を算出するという方式を採っていた。昭和 45 年以降は、従来の簡単な被害数量調査を基

本とし、これに新たに床上浸水深区分、被災事業所の産業分類別従業者数等の調査事項を加え、

一系統の調査（一般資産等水害調査）にまとめることとした。  

② 調査の対象とする水害については、昭和 43 年以前は、「降雨等による急傾斜地の崩壊」は対

象としていなかったが、昭和 44 年以降新たに加えることとした（公益事業等水害調査につい

ても同様）。  

  ③ 水害規模については、昭和 43 年までは、浸水面積 10ha 未満、土砂埋没区域（河川の区域を

除く）面積 0.5ha 未満及び被災家屋棟数 30 棟未満の水害は、概況報告を省略できることとして

いたが、これらのうち建物被害に係るものについては昭和 44 年に、全般的には昭和 45 年にそ

れぞれ改正を行って、水害規模の大小にかかわらず全水害について調査を実施することとした。 

  ④ 床上浸水規模の区分は、従来５段階（床上 0.5m 未満、0.5～1.0m 未満、1.0～2.0m 未満、2.0

～3.0m 未満、3.0m 以上）としていたが、調査の簡素化のため、昭和 45 年からこれを３段階（床

上 0.5m 未満、0.5～1.0m 未満、1.0m 以上）に改めた。 

  ⑤ 家屋の被災棟数の把握は、従前木造、非木造の別に行っていたが、調査の簡素化のため、昭

和 45 年からこの区分を廃止した。 

⑥ 被害額の算出に用いる一般資産の評価の単位については、「昭和 44 年水害統計」から（集計

表については「昭和 43 年水害統計」から）新しい単価基準（詳細は「昭和 43 年水害統計」を

参照）に改めた。また、「平成 10 年水害統計」から、新しい被害率及び評価単価に改めた。 

 (2) 公共土木施設水害統計調査関係  

  ① 昭和 48 年以降、国土交通省所管に係る施設等のみを調査の対象とすることとし、従前調査し

ていた農地、農業用施設、水道施設等は、調査の対象から除いた。 

なお、農地及び農業用施設に係る被害額は、「農地農業用施設災害統計」（農林水産省）を参

照のこと。  

  ② 平成15年より、国土交通省所管に係る「港湾」の被害を調査対象に加えた。 

 (3) 公益事業等水害統計調査関係  

   昭和 37 年以降、「運輸施設等水害調査」として、国鉄、私鉄、運輸業者の事業所資産（家屋含

む）の被害のみを調査対象としていたが、昭和 45 年から通信施設、電力施設の被害を新たに加え

て、名称も「運輸・通信・電力設備等水害調査」とした。更に、昭和 50 年からは「公益事業等水
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害調査」として、一般ガス事業、上水道事業の施設等の被害を調査対象に加えた。 

 (4) その他  

   「昭和 56 年水害統計」より経年表の電算化に伴い、数値の見直しを行った。  

 

２－２ 統計表を見る上での注意  

  統計表において、合計欄の計数が各構成項目の計数の合計値と一致しない場合があるが、これは四

捨五入の関係による。  

 

２－３ 平成 26 年版水害統計における注意  

  平成 26 年版水害統計については、例年掲載している「第２ .経年諸表」の全て及び「（参考）」の一

部を、総務省ホームページ「政府統計の総合窓口（e-Stat）」上で公開するものとする。  

  統計表において、合計欄の計数が各構成項目の計数の合計値と一致しない場合があるが、これは四

捨五入の関係による。  

 


